
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 秋田県 潟上市

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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人件費
ラスパイレス指数は９１．１％で、類団平均の９６．２％より５．１ポイント低いことや人口１，０００人当たり職員数が８．０５人と類似団体平

均の９．６２人より１．５７人少ないことなどにより、経常収支比率は２４．５％で類似団体平均の２６．２％よりも１．７ポイント低くなっている。
合併後の行政改革による職員数の減により、人件費に係る経常収支比率は平成１６年度の２８．３％から平成２１年度は２４．５％まで低
下した。

物件費
物件費に係る経常収支比率は平成１６年度の１６．９％から平成２１年度には１４．０％まで低下している。しかしながら、特に賃金と需用

費で顕著であるが、依然として類似団体平均を上回っている。

扶助費
平成１６年度末に合併して市になったことにより、平成１６年度までは低かった扶助費に係る経常収支比率は、平成１７年度に類似団体

平均並みの６．１％になった。平成２０年度から上昇傾向にあり、平成２１年度には８．６％で類似団体平均の７．２％を１．４ポイント上回っ
ている。
主な要因としては、補助事業では生活保護費、単独事業では社会福祉費（医療扶助費）が膨らんでいる。

公債費
公債費に係る経常収支比率は、平成１６年度の１９．６％が平成１７年度には低下したものの平成１９年度が償還のピークとなっていたこ

とから１９．４％まで上昇した。平成２１年度は、償還のピークを過ぎたことや公的資金の繰上償還の効果もあり１７．５％まで低下した。

補助費等
補助費等に係る経常収支比率は、平成１６年度の１２．４％から平成１９年度までは毎年低下していたが、平成２０年度には１２．０％まで

上昇し、平成２１年度では１１．９％と横ばいで推移した。類似団体平均の１１．１％を０．８ポイント上回っているが、要因としては一部事務
組合に対する負担金が高いことが考えられる。

その他
その他に係る経常収支比率は、平成１７年度の１２．０％から平成２０年度の１７．１％まで毎年上昇してきたが、平成２１年度では前年度

より低い１６．０％となった。しかし、類似団体平均の１３．３％より２．７ポイント上回っている。
要因としては、施設を多く抱えることにより維持補修費が嵩んでいることと、下水道整備が進んでいることや医療環境に恵まれていること

により、各特別会計に対する繰出金が多額になっていることが考えられる。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,464,699 70,352 87,870 ▲ 19.9
賃金（物件費） 291,846 8,330 5,711 45.9
一部事務組合負担金（補助費等） 682,902 19,493 9,150 113.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 740 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 95,603 2,729 3,657 ▲ 25.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 16,000 457 1,891 ▲ 75.8
▲退職金 ▲ 303,352 ▲ 8,659 ▲ 11,422 ▲ 24.2
合計 3,247,698 92,701 97,598 ▲ 5.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.05 9.62 ▲ 1.57
ラスパイレス指数 91.1 96.2 ▲ 5.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素） ※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,702,475 48,595 66,472 ▲ 26.9

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 40 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 746,701 21,314 16,113 32.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

17,326 495 4,390 ▲ 88.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

81,574 2,328 2,376 ▲ 2.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 24 -

▲特定財源の額 ▲ 74,368 ▲ 2,123 ▲ 4,690 ▲ 54.7
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,285,065 ▲ 36,681 ▲ 48,515 ▲ 24.4

合計 1,188,643 33,928 36,211 ▲ 6.3

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 秋田県 潟上市

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

840,274 23,331 ▲ 61.9 64,690 19.0 ▲ 80.9

うち単独分 507,413 14,089 ▲ 70.1 39,427 2.2 ▲ 72.3

1,112,473 31,049 33.1 64,305 ▲ 0.6 33.7

うち単独分 941,678 26,282 86.5 34,136 ▲ 13.4 99.9

524,629 14,722 ▲ 52.6 58,137 ▲ 9.6 ▲ 43.0

うち単独分 496,251 13,926 ▲ 47.0 29,406 ▲ 13.9 ▲ 33.1

601,816 17,011 15.5 61,050 5.0 10.5

うち単独分 598,156 16,907 21.4 31,167 6.0 15.4

1,159,220 33,088 94.5 76,282 25.0 69.5

うち単独分 1,072,096 30,602 81.0 41,092 31.8 49.2

過去５年間平均 847,682 23,840 5.7 64,893 7.8 ▲ 2.1

うち単独分 723,119 20,361 14.4 35,046 2.5 11.9
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